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02010110101職員人事・給与事業

職員課 50-3011 西　英幸

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（任意的なもの）

ソフト事業

市 業務の一部を委託 採用試験及び研修

有

有

有

地方公務員法

坂井市職員の勤務時間、休暇等に関する条例・規則、坂井市職員服務規程、坂井市職員の育児休業等に関する条例・規則、坂井市職員の分限に関する手続及び効果に関する
条例、坂井市職員研修規程

坂井市人材育成基本方針、坂井市職員研修計画、特定事業主行動計画

事業対象
職員

職員の採用や退職、昇格や行政処分等の人事管理を適正に行うことにより、優秀な人材の採用や登用を図るほか、職務に対する意欲を向上させ
る。
また、社会情勢の急激な変化や多様化する住民ニーズに的確に対応するため、効率的で効果的な研修を実施し、職員の資質向上や人材の育成を
図る。

職員の資質の向上と人材を育成するため、県自治研修所や市町村職員中央研修所等へ職員を派遣するとともに、地域経営のノウハウ等を学ぶた
め、自治大学校での研修を受講させる。また市が直面する様々な行政課題を解決するためのグループでの研修や個人の自主研修を支援するた
め、旅費を支給するなど各種研修の充実を図る。

○需用費（書籍購入や給与の支給に必要な経費）　　　　　　　　　　527千円
○委託料（職員採用試験問題委託料等）　　　　　　　　　　　　　1,214千円
○使用料及び賃借料（職員採用試験会場使用料）　　　　　　　　　　112千円
○負担金、補助及び交付金
　　　　（研修所負担金、職員統一昇任試験実施負担金等）　　　　　233千円

予算

報酬

総務費款 項 目総務管理費 一般管理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度

総事業費

1,214

527

345

2,086

2.70 19,194人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

21,280 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

2.70 19,194人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 21,280 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 21,280 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
％

100.1
定員適正化計画の職員数達成率 100

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成24年度

100.1
成
果 98.9

100 達成率

平成23年度

98.9 99.3

100 達成率

平成22年度

99.3 100.5

100 達成率

平成21年度

100.5

目標値人
509

時間外勤務をした職員数
実績値

達成率

---
活
動

達成率

---

達成率

---

達成率

---

目標値
時間

48994
職員の時間外勤務時間数

実績値

達成率

---
活
動

達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率

---
活
動

達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

B

B

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

B

すぐにできる 時間外勤務の縮減を図るため、時間外申請手続きを厳格に行います。

改善提案

目標年度 平成24

職員に対し時間外勤務縮減の取り組みについて周知し、管理職員には時間外勤務等における事前命令、事後実績確認の徹底を図るとともに職員の業務量の状況を把握点検
することにより、職員の業務負担の均一化に努めました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

人事評価の試行段階において対象職員の範囲を徐々に広げ、本格的な実施に向けてよりよい人事評価制度を構築します。

平成22年度より対象職員を拡大しながら試行的に実施していますが、平成24年度においては主査、主事級の職員までを対象として実施し、平成25年度は保育士、幼稚園教
諭を対象として実施する準備をしました。

目標年度 平成28 年度

事業の方向性
第２次坂井市定員適正化計画の職員削減計画を踏まえ、適材適所の人事配置を行います。優秀な職員を採用するため、職員採用試験のあり方について検討します。

目標年度 平成26改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
坂井市が実施すべき事業であるため。

目標年度 －－現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
財政状況を踏まえ、現状のコストで実施すべきと考えます。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
定員適正化計画を踏まえ、現在の人員で事業を実施すべきであると考えます。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

部下の業務執行状況の把握、及び時間外勤務の適正な管理を今まで以上に管理職に徹底してもらいます。

目標年度 平成25 年度

中長期的に取り組むべき 人事評価について、評価結果の有効活用を図るため、人事評価の本格実施に向けて、よりよい制度を研究・構築します。

目標年度 平成28 年度

改善提案
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02010115101職員研修事業

職員課 50-3011 中嶋　静子

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（任意的なもの）

ソフト事業

市 業務の一部を委託 研修

有

有

有

地方公務員法

坂井市職員研修規程

坂井市人材育成基本方針、坂井市職員研修計画、特定事業主行動計画

事業対象
職員

社会情勢の急激な変化や多様化する住民ニーズに的確に対応するため、効率的で効果的な研修を実施し、職員の資質向上や人材の育成を図る。

職員の資質の向上と人材を育成するため、県自治研修所や市町村職員中央研修所等へ職員を派遣するとともに、地域経営のノウハウ等を学ぶた
め、自治大学校での研修を受講させる。また市が直面する様々な行政課題を解決するためのグループでの研修や個人の自主研修を支援するた
め、旅費を支給するなど各種研修の充実を図る。

○旅　費（研修旅費）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　748千円
○委託料（職員採用試験問題委託料等）　　　　　　　　　　　　　　240千円
○負担金、補助及び交付金
　　　　（研修所負担金、職員統一昇任試験実施負担金等）　　　　2,174千円

予算

報酬

総務費款 項 目総務管理費 一般管理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度

総事業費

240

2,922

3,162

0.95 6,754人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

9,916 千円 千円 千円 千円

0.00 人 人 人 人千円 千円 千円 千円

0.95 6,754人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 9,916 千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 9,916 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円その他

目標値
個

1
自主研究グループ提案による改善事務事業数 1

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成24年度

100
成
果

達成率

平成23年度

---

達成率

平成22年度

---

達成率

平成21年度

---

目標値人
21

自主研究参加者数 10

実績値

達成率

210
活
動 14

10 達成率

140 20

15 達成率

24

10 達成率

目標値
回

3
庁内研修開催数 2

実績値

達成率

150
活
動 4

2 達成率

200 8

2 達成率

2

2 達成率

目標値
人

1031
庁内研修参加者数 160

実績値

達成率

644.38
活
動 1689

160 達成率

1055.62 325

160 達成率

180

160 達成率

目標値人
9

庁外研修受講者数 10

実績値

達成率

90
活
動 13

10 達成率

130 13

10 達成率

17

12 達成率

目標値

実績値

達成率 達成率 達成率 達成率

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

B

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

すぐにできる 接遇指導者による課内の研修を実施し、接遇を徹底します。
自治大学、中央研修所への研修受講者を年次的に計画します。改善提案

目標年度 平成24

接遇研修を指導者による職場研修を定期的に実施しました。
中央研修所への受講希望者を全庁的に募集し、積極的に受講に努めました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

多種多様な行政課題に対し、横断的な自主研究グループを組織し、情報収集や対応策を研究します。
中央研修所への受講等を年度で計画的に実施していきます。

平成25年度より、長期的な研修受講を実施します。

目標年度 平成28 年度

事業の方向性
職員の資質向上を図るため、自治大学等長期研修に職員を派遣し、また専門研修の受講を促進し、職員の専門性を高めます。

目標年度 平成26改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
坂井市が実施すべき事業であるため。

目標年度 －－現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
自治大学等長期研修や専門研修に積極的に職員を派遣すると共に、事業の先進地に積極的に職員を派遣し、事務の研究を図ります。

目標年度 平成26事業費の増加を検討します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
定員適正化計画を踏まえ、現在の人員で事業を実施すべきであるため。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

新任の管理職に研修を受講させ、管理職としての自覚を持たせ、資質向上を図ります。

目標年度 平成25 年度

中長期的に取り組むべき 接遇研修を定期的に実施するとともに、職場診断を継続して行い、各職場における問題点を明らかにし、接遇の向上を図ります。

目標年度 平成26 年度

改善提案
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事務事業名

所管部署

事業コード

総合計画
基本構想

基本計画

電話 記入者名

事業区分

事業種別

実施主体 実施手段 委託内容

根拠法令

根拠例規

関連計画・
マニュアル

事
業
の
目
的
・
事
業
の
概
要
等

02010120101職員福利厚生事業

職員課 50-3011 中嶋　静子

住民とともに育むまちづくり

効率的な行財政運営の推進

自治事務（任意的なもの）

ソフト事業

市 市が直接実施

有

有

無

地方公務員法、地方公務員災害補償法、労働安全法、労働者災害補償保険法、労働基準法、福井県市町村職員共済組合法

坂井市一般職の職員の給与に関する条例、坂井市技能労務職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する規則、坂井市職員安全衛生管理規則、坂井市職員互助会設置条
例、坂井市臨時職員取扱要綱

事業対象
職員

職員とその家族の相互救済事業を行い、組合員とその家族の生活の安定と福祉の向上を図るとともに職員の相互扶助及び福利厚生や職員の安全
及び健康の確保増進を図り、健全な職場環境を構築することにより職務能率を向上させます。

職員の健康状態を把握し、生活習慣病やがんなどの早期発見に努め、適正な健康管理を行うため、職員の健康診断及び健康管理事業を実施しま
す。

○需用費　　　　　　　　　消耗品　　　　　　　　　　　　　　　　 2千円
○委託料　　　　　　　　　職員健康診断委託料　　　　　　　　 9,380千円
　　　　　　　　　　　　　心理カウンセリング委託料　　　　　　 221千円

予算

報酬

総務費款 項 目総務管理費 一般管理費

コ
ス
ト

事
業
費

人
件
費

委託費

需用費

役務費

その他

事業費合計

正職員

臨時職員

人件費合計

平成24年度 平成23年度 平成22年度 平成21年度

総事業費

9,601 9,603

2

4,810

9,603 14,413

2.35 6.0016,706 40,770人 人 人 人

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

26,309 55,183千円 千円 千円 千円

0.00 0.00人 人 人 人千円 千円 千円 千円

2.35 6.0016,706 40,770人 人 人 人千円 千円 千円 千円

国県支出金 千円 千円 千円 千円

使用料･手数料 千円 千円 千円 千円

分担金･負担金 千円 千円 千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

一般財源 23,649 48,713千円 千円 千円 千円

特
定
財
源

事
業
費

財源合計 26,309 55,183千円 千円 千円 千円

2,660 6,470千円 千円 千円 千円その他

目標値
人

3
健康診断により発見された疾病数 0

実績値

達成率

指標名 単位 年度 平成24年度

---
成
果

達成率

平成23年度

---

達成率

平成22年度

---

達成率

平成21年度

---

目標値

実績値

達成率

---
成
果

達成率

---

達成率

---

達成率

---

目標値
％

90.4
健康診断受診率（臨時職員） 100

実績値

達成率

90.4
活
動 91.6

100 達成率

92.9

100 達成率

91.1

100 達成率

目標値
人

248
人間ドック受診者数（１日・２日ドック・脳ドッ
ク）

255

実績値

達成率

97.25
活
動 259

212 達成率

122.17 256

247 達成率

103.64 213

226 達成率

94.25

目標値％
95.9

健康診断受診率（正職員） 100

実績値

達成率

95.9
活
動 94.1

100 達成率

94.1 96.8

100 達成率

96.8 95.3

100 達成率

95.3

目標値
日

8.2
年次有給休暇取得日数（年間　1人当たり） 8.5

実績値

達成率

96.47
活
動 7.9

8.1 達成率

97.53

達成率

---

達成率

---

【市民のニーズ】
社会情勢や環境の変化により、市民ニーズが薄れていませんか？

Ａ．薄れていない

Ｂ．少し薄れている

Ｃ．薄れている

【市が実施する妥当性】
市が事業実施主体となることは妥当ですか？（国、県、民間の活動と重複してい
ませんか？）

Ａ．妥当である

Ｂ．あまり妥当でない

Ｃ．妥当でない

【受益の公平性】
特定の個人や団体に受益が偏っていませんか？

Ａ．偏っていない

Ｂ．多少偏っている

Ｃ．偏っている

妥
当
性

A

A

A

【事務の効率化】
事務手続きの見直しなど、事務の効率性をさらに向上させることができますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【民間活力の導入】
事業の成果を低下させず民間活力（民間委託、指定管理者、まちづくり協議会
等）を導入することで、さらにコスト削減することができませんか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

【歳入増加策】
受益者負担金や歳入増加策を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

効
率
性

A

A

A

【事業の成果】
事業成果の目標達成状況は順調ですか？（事業の成果が十分に上がっています
か？）

Ａ．順調である

Ｂ．あまり順調でない

Ｃ．順調でない

【サービス内容の見直し】
成果を向上させるためサービス水準や対象を見直す余地はありますか？

Ａ．余地はない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．見直すべき

【他事業との統合】
類似・関連事業との統合により、成果をより向上させることはできますか？

Ａ．できない

Ｂ．検討の余地あり

Ｃ．できる

有
効
性

A

A

A

すぐにできる 職員健康診断における有所見者に再検査を促がします。
人間ドック受診での有所見者に再検査の確認等を実施します。
メンタルで休んでいる職員の所属職員に対応等の研修を実施します。
職員互助会事業について、すべての会員が理解及び利用できるよう事業内容について広報に努めます。

改善提案

目標年度 平成24

メンタルヘルス面の理解を深めるため、管理職職員対象に研修を実施しました。
特定健診の保健指導を積極的対象者及び動機付け対象者に実施しました。

取組状況

中長期的に取り組むべき
改善提案

取組状況

年度

職員のメンタルサポートについて、職場復帰プログラムを含めた体制作りを行い、専門職員の育成を図ります。

職員の身体と心に関する専門的な職員に、継続的なメンタル関係の研修の受講を図ります。

目標年度 平成28 年度

事業の方向性
職員互助会事業について、事業内容の見直しを行うとともに、会員に事業内容の周知を図る。

目標年度 平成26改善して継続します。 年度を目安

理
由

判
断

実施主体の方向性
坂井市が実施すべき事業であるため。

目標年度 －－現状どおり実施します。 年度を目安

理
由

判
断

ｺｽﾄ投入の方向性
財政状況を踏まえ、現状のコストで実施すべきと考えるため。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

人員投入の方向性
定員適正化計画を踏まえ、現状の人員で実施すべきであるため。

目標年度 －－現状を維持します。 年度を目安

理
由

判
断

すぐにできる改善提案

人間ドック受診者における有所見者に再検査を促す。

目標年度 平成25 年度

中長期的に取り組むべき 職員のメンタルサポートについて、職場復帰プログラムを含めた体制づくりを行い、専門職員の育成を図る。

目標年度 平成28 年度

改善提案


